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告 示

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により、北見土地改良区から、
次のとおり役員の就任及び退任の届出があった。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 平成 理 事 吉 田 幹 雄 常呂郡端野町字二区 番地１
同 同 同 今 田 俊 博 北見市常川 番地の５
同 同 同 矢 萩 徹 同 広郷 番地の４
同 同 同 平 澤 一 男 常呂郡端野町字三区 番地６
同 同 同 畑 中 豊 作 北見市東相内町 番地
同 同 同 川 岸 一 三 同 豊田 番地の
同 同 同 川 添 仙 人 同 大正 番地
同 同 同 橋 場 親 同 上仁頃 番地

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により、清算法人森町土地改良
区から、次のとおり役員の退任の届出があった。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
平成 監 事 阿 部 良 平 茅部郡森町字森川町 番地

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第２項の規定において準用する同法第 条第
項の規定により、清算法人森町土地改良区から、次のとおり清算人の退任の届出があった。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
退任年月日 氏 名 住 所
平成 氣 田 洋 茅部郡森町字常盤町 番地
同 三十尾 喜 作 同 字姫川 番地
同 松 浦 喜 治 同 字姫川 番地
同 竹 浪 英 一 同 字常盤町 番地

同 同 同 川 崎 英 勝 同 北進町２丁目６番９号
同 同 監 事 小 川 吉 猶 常呂郡端野町字二区 番地１
同 同 同 本 田 豊 身 北見市相内町 番地
同 同 同 菊 田 幹 雄 同 小泉 番地の７
退 任 同 理 事 吉 田 幹 雄 常呂郡端野町字二区 番地１
同 同 同 今 田 俊 博 北見市常川 番地の５
同 同 同 矢 萩 徹 同 広郷 番地の４
同 同 同 平 澤 一 男 常呂郡端野町字三区 番地７
同 同 同 畑 中 豊 作 北見市東相内町 番地
同 同 同 川 岸 一 三 同 豊田 番地の
同 同 同 田 中 茂 行 同 東相内町 番地の４
同 同 同 橋 場 親 同 上仁頃 番地
同 同 同 川 崎 英 勝 同 北進町２丁目６番９号
同 同 監 事 寺 山 誠 次 同 大正 番地
同 同 同 本 田 豊 身 同 相内町 番地
同 同 同 菊 田 幹 雄 同 小泉 番地の７
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北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の３第１項の規定により、道営土地改良（共
和第２地区経営体育成基盤整備（区画整理、農業用用排水、農道、暗きょ））事業の土地改
良事業変更計画を定めた。
その関係書類は、北海道胆振支庁に備え置いて、平成 年７月 日から 日間、一般の縦

覧に供する。
なお、この変更計画については、同条第６項において準用する同法第 条第６項の規定に
基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して 日以内に北海道知事に異議申立てをするこ
とができる。
また、同条第７項の規定による決定に不服がある者は、同条第 項の規定に基づき、北海

道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の取
消しの訴えを提起することができる。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の２第１項の規定により、大野町中央開発地
区の換地計画を定めた。
その関係書類は、北海道渡島支庁に備え置いて、平成 年７月 日から 日間、一般の縦

覧に供する。
なお、この計画については、同条第４項において準用する同法第 条第６項の規定に基づ
き、縦覧期間満了の日の翌日から起算して 日以内に北海道知事に異議申立てをすることが
できる。
また、同法第 条の２第４項において準用する同法第 条第７項の規定による決定に不服

がある者は、同法第 条の２第４項において準用する同法第 条第 項の規定に基づき、北
海道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の
取消しの訴えを提起することができる。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第 号

次のとおり道営土地改良事業の工事を完了したので、土地改良法（昭和 年法律第
号）第 条の２第３項の規定により公告する。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

地 区 名 事 業 の 種 類 完了年月日
宿 内 土地改良総合整備［担い手育成型］（農業用用排水） 平成
同 同 （客土、暗きょ） 同
芙 蓉 農地保全整備（農地保全施設） 同
同 同 （農道） 同
老 古 美 中山間地域総合農地防災（農業用用排水） 同
同 同 （土留工） 同
蘭越こぶしの郷 中山間地域総合整備（農業用用排水） 同
同 同 （ほ場整備、暗きょ） 同
同 同 （客土） 同
朱 太 川 同 （農業用用排水、農用地改良保全） 同
同 同 （農道） 同
同 同 （ほ場整備、暗きょ） 同
高 見 緊急畑地帯総合整備（農業用用排水） 同
同 同 （農道、暗きょ） 同
同 同 （区画整理） 同
同 同 （土層改良） 同
知 安 東 同 （区画整理、暗きょ、土層改良） 同
知 安 北 同 （農道） 同

同 同 （区画整理、暗きょ、土層改良） 同
農地保全 同

北海道告示第 号

農業経営基盤強化促進法（昭和 年法律第 号）第７条第１項の規定により、峰延農業協
同組合から申請のあった農地保有合理化事業の実施に関する規程を次のとおり承認した。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 農地保有合理化法人の名称 峰延農業協同組合
２ 農地保有合理化事業の種類 農地売買等事業（農業経営基盤強化促進法第４条第２項

第１号に掲げる事業）のうち、農用地等を借り入れて、当
該農用地等を貸し付ける事業

３ 承 認 年 月 日 平成 年７月 日

北海道告示第 号

建設業法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、次のとおり廃業等の届出
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のあった建設業の許可を取り消した。
「次のとおり」は、省略し、その住所等は北海道建設部建設管理室建設情報課に備え置い
て縦覧に供する。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 許可の全部廃業
商 号 又 は 名 称 建設業の許可の番号 処分年月日
株式会社 ユ ー キ 特 石第 号 平成
札 幌 サ ン ラ イ ト 株 式 会 社 般 石第 号 同
有限会社 藤 田 建 業 般 石第 号 同
株式会社 吉 田 配 管 工 業 般 石第 号 同
ツ タ イ 商 事 株 式 会 社 般 石第 号 同
三 英 建 設 工 業 株 式 会 社 般・特 石第 号 同
北 永 建 設 株 式 会 社 般 石第 号 同
株式会社 日 本 排 水 管 保 安 協 会 般 石第 号 同
ド コ モ モ バ イ ル 北 海 道 株 式 会 社 特 石第 号 同
有限会社 新 田 建 築 般 石第 号 同
株式会社 木 の 城 た い せ つ 般 石第 号 同
有限会社 共 同 技 研 般 石第 号 同
有限会社 菊 原 鉄 筋 般 石第 号 同
富 田 建 設 興 業 株 式 会 社 般 渡第 号 同
有限会社 山本工務店一級建築事務所 般 渡第 号 同
有限会社 斉 藤 建 設 般 檜第 号 同
有限会社 シ ミ ズ 般 上第 号 同
梶 野 建 設 工 業 株 式 会 社 般 上第６号 同
有限会社 旭 旺 建 設 般 上第 号 同
エ ス エ ス 牧 野 建 設 株 式 会 社 般 宗第 号 同
稚 内 砂 利 株 式 会 社 般 宗第 号 同
株式会社 林 屋 般 網第 号 同
山 上 建 設 株 式 会 社 特 網第 号 同
浦 河 電 気 工 業 株 式 会 社 般 日第 号 同
有限会社 辻 村 造 園 土 木 化 般 十第 号 同
東 栄 管 工 業 株 式 会 社 般 釧第 号 同
有限会社 吉 田 建 設 般 根第 号 同

２ 許可の一部廃業

商 号 又 は 名 称 建設業の許可の番号 処分年月日
辻 石 材 工 業 株 式 会 社 般 石第 号 平成
株式会社 北海道日立ソリューションズ 特 石第 号 同
株式会社北海道サニタリー・メンテナンス 特 石第 号 同
株式会社 大 仁 般 石第 号 同
株式会社 谷 内 田 組 特 渡第 号 同
株式会社 渡 辺 組 土 建 般 渡第 号 同
京 谷 建 設 工 業 株 式 会 社 般 檜第 号 同
株式会社 ネ ッ ト ワ ー ク 般 胆第 号 同
丸 本 建 設 工 業 株 式 会 社 般 日第 号 同
有限会社 小 川 建 設 工 業 般 十第 号 同
斉 藤 井 出 建 設 株 式 会 社 特 十第 号 同
増 井 建 材 株 式 会 社 特 釧第 号 同
田 中 建 設 般 根第 号 同

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部道路整備課及び北海道函館土木現業所に備え置いて、告示
の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 道路の種類 道道
２ 路 線 名 元村恵山線
３ 道路の区域
区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
函館市恵山岬町 番２地先から函館市
恵山岬町 番地先（国有未開地）まで 前 から

まで ――

後 から
まで ――

北海道立稚内水産試験場告示第２号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。

道立稚内水産試験場告示
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平成 年７月 日
北海道立稚内水産試験場長 佐 野 満 廣

１ 落札に係る特定役務の名称及び数量
試験調査船北洋丸上架修理工事一式

２ 落札を決定した日
平成 年７月４日

３ 落札者の氏名及び住所
氏 名 稚内港湾施設株式会社
住 所 北海道稚内市末広１丁目１番 号

４ 落札金額
円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成 年５月 日北海道立稚内水産試験場告示第１号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
名 称 北海道立稚内水産試験場企画総務部総務課
所在地 北海道稚内市末広４丁目５番 号

正 誤

○平成 年６月 日（第 号）
北海道規則第 号（建築基準法施行細則の一部を改正する規則）中に次のとおり誤りがあ
ったので訂正する。
ページ 欄 行

右

正 別記第 号様式中「その他の区域、地域、地区、街区」を「地域地区等」に
改める。

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額 円） 発 行 北 海 道
編 集 北海道総務部法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社

誤 別記第 号様式中
「

」
を
「

」
に改める。

（４）その他の区域、

地域、地区
（４）地 域 地 区 等


